
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ａ）色信号の許容輝度比を求める段階と、
（ｂ）前記許容輝度比を利用して前記色信号の輝度向上比を求める段階と、
（ｃ）前記輝度向上比を利用して前記色信号の輝度を補正する段階とを備え、
　前記許容輝度比は、色信号が３色で表示される場合の彩度に対応した輝度に対する、色
信号が４色以上の多元色で表示される場合の彩度に対応した輝度の比であることを特徴と
する色信号の輝度補正方法。
【請求項２】
　前記（ｂ）段階は前記許容輝度比と所定値とを利用して前記輝度向上比を求めることを
特徴とする請求項１に記載の色信号の輝度補正方法。
【請求項３】
　前記所定値は前記色信号の最大輝度比に該当することを特徴とする請求項２に記載の色
信号の輝度補正方法。
【請求項４】
　前記所定値は、
　赤（Ｒ）、緑（Ｇ）、青（Ｂ）及び任意の色成分（Ｘ）で映像の画素を表現するとき、
Ｘの強度レベルが最大であるときの前記画素の輝度レベルで、前記ＲＧＢＸの強度レベル
が最大であるときの前記画素の輝度レベルを除算した結果に該当することを特徴とする請
求項２に記載の色信号の輝度補正方法。
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【請求項５】
　前記色信号の輝度補正方法は、
　前記（ａ）段階後に、前記許容輝度比が前記所定値より小さいか否かを判断し、前記許
容輝度比が前記所定値より小さいと判断されれば前記（ｂ）段階に進む段階と、
　前記許容輝度比が前記所定値以上であると判断されれば、前記色信号の輝度を補正せず
にバイパスさせる段階とをさらに備えることを特徴とする請求項２に記載の色信号の輝度
補正方法。
【請求項６】
　前記（ａ）段階は、
　多次元色空間上で色表現が可能であり、事前に保存された最外郭値のうち前記色信号に
該当する最外郭値を前記許容輝度比として決定する段階を備えることを特徴とする請求項
１に記載の色信号の輝度補正方法。
【請求項７】
　前記（ａ）段階は、
　前記色信号の彩度値を求める段階と、
　多次元色空間上で色表現が可能であり、事前に保存された最外郭値のうち前記彩度値に
該当する最外郭値を前記許容輝度比として決定する段階とを備えることを特徴とする請求
項１に記載の色信号の輝度補正方法。
【請求項８】
　前記彩度値を求める段階は、
　前記色信号のチャンネルの強度レベルうち最大値と最小値とを求める段階と、
　前記最大値で前記最小値を除算し、除算された結果を前記彩度値として決定する段階と
を備えることを特徴とする請求項７に記載の色信号の輝度補正方法。
【請求項９】
　前記（ａ）段階は、
　前記色信号のチャンネルの強度レベルうち最大値と最小値とを求める段階と、
　前記最大値から前記最小値を減算する段階と、
　前記最大値から前記減算された結果を除算し、除算された結果を前記許容輝度比として
決定する段階とを備えることを特徴とする請求項１に記載の色信号の輝度補正方法。
【請求項１０】
　前記（ｂ）段階は、
　事前に保存された前記輝度向上比のうち前記許容輝度比に該当する輝度向上比を選択す
ることを特徴とする請求項１に記載の色信号の輝度補正方法。
【請求項１１】
　前記（ｂ）段階は、
　前記所定値から前記許容輝度比を減算し、減算された結果を前記輝度向上比として決定
する段階を備えることを特徴とする請求項２に記載の色信号の輝度補正方法。
【請求項１２】
　前記（ｂ）段階は、
　前記許容輝度比を前記所定値で除算し、除算された結果を前記輝度向上比として決定す
る段階を備えることを特徴とする請求項２に記載の色信号の輝度補正方法。
【請求項１３】
　前記輝度向上比の大きさは可変であることを特徴とする請求項１１に記載の色信号の輝
度補正方法。
【請求項１４】
　前記（ｃ）段階は、
　前記色信号のチャンネルそれぞれＰｉが有しうる最大強度レベルから前記チャンネルＰ
ｉの強度レベルＸｉを減算する段階と、
　減算された結果を前記最大強度レベルで除算する段階と、
　前記除算された結果を前記輝度向上比及び前記強度レベルＸｉと乗算する段階と、
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　前記乗算された結果を前記強度レベルＸｉと加算し、加算された結果を前記チャンネル
Ｐｉの輝度が補正された結果として決定する段階とを備えることを特徴とする請求項１に
記載の色信号の輝度補正方法。
【請求項１５】
　前記（ｃ）段階は、
　前記色信号のチャンネルそれぞれＰｉの強度レベルＸｉを前記色信号のチャンネルそれ
ぞれＰｉが有しうる最大強度レベルで除算する段階と、
　除算された結果に前記輝度向上比を指数乗する段階と、
　前記指数乗した結果に前記最大強度レベルを乗算し、乗算された結果を前記チャンネル
Ｐｉの輝度が補正された結果として決定する段階とを備えることを特徴とする請求項１に
記載の色信号の輝度補正方法。
【請求項１６】
　前記（ｃ）段階は、
　前記色信号のチャンネルそれぞれＰｉが有しうる最大強度レベルから前記色信号のチャ
ンネルの強度レベルのうち最大値を減算する段階と、
　減算された結果を前記最大強度レベルで除算する段階と、
　前記除算された結果を前記輝度向上比及び前記最大値と乗算する段階と、
　前記乗算された結果を前記最大値と加算し、加算された結果を前記チャンネルＰｉの輝
度が補正された結果として決定する段階とを備えることを特徴とする請求項１に記載の色
信号の輝度補正方法。
【請求項１７】
　色信号の許容輝度比を計算する許容輝度比計算部と、
　前記許容輝度比から前記色信号の輝度向上比を計算する輝度向上比計算部と、
　前記輝度向上比を利用して前記色信号の輝度を補正する輝度補正部とを備え、
　前記許容輝度比は、色信号が３色で表示される場合の彩度に対応した輝度に対する、色
信号が４色以上の多元色で表示される場合の彩度に対応した輝度の比であることを特徴と
する色信号の輝度補正装置。
【請求項１８】
　前記輝度向上比計算部は、
　前記許容輝度比と所定値とから前記輝度向上比を計算することを特徴とする請求項１７
に記載の色信号の輝度補正装置。
【請求項１９】
　前記色信号の輝度補正装置は、
　前記許容輝度比と前記所定値とを比較し、比較された結果を出力する比較部と、
　前記比較された結果に応答して前記色信号を前記輝度補正部に出力するか、または外部
にバイパスさせる信号連結部とをさらに備えることを特徴とする請求項１８に記載の色信
号の輝度補正装置。
【請求項２０】
　前記許容輝度比計算部は、
　多次元色空間上で色表現可能な最外郭値をデータとして事前に保存し、アドレスとして
入力される前記色信号に応答して該当する最外郭値を前記許容輝度比として読み込む第１
ルックアップテーブルを備えることを特徴とする請求項１７に記載の色信号の輝度補正装
置。
【請求項２１】
　前記許容輝度比計算部は、
　前記色信号の彩度値を計算する彩度計算部と、
　多次元色空間上で色表現可能な最外郭値をデータとして保存し、アドレスとして入力さ
れる前記彩度値に応答して該当する最外郭値を前記許容輝度比として読み込む第２ルック
アップテーブルを備えることを特徴とする請求項１７に記載の色信号の輝度補正装置。
【請求項２２】
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　前記許容輝度比計算部は、
　前記色信号のチャンネルの強度レベルのうち最大値を抽出する最大値抽出部と、
　前記色信号のチャンネルの前記強度レベルのうち最小値を抽出する最小値抽出部と、
　前記最大値から前記最小値を減算する第１減算部と、
　前記最大値から前記第１減算部で減算された結果を除算し、除算された結果を前記許容
輝度比として出力する第１除算部とを備えることを特徴とする請求項１７に記載の色信号
の輝度補正装置。
【請求項２３】
　前記輝度向上比計算部は、
　前記輝度向上比をデータとして保存し、アドレスとして入力される前記許容輝度比に応
答して該当する輝度向上比を読み込む第３ルックアップテーブルを備えることを特徴とす
る請求項１７に記載の色信号の輝度補正装置。
【請求項２４】
　前記輝度向上比計算部は、
　前記所定値から前記許容輝度比を減算し、減算された結果を前記輝度向上比として出力
する第２減算部を備えることを特徴とする請求項１８に記載の色信号の輝度補正装置。
【請求項２５】
　前記輝度向上比計算部は、
　前記許容輝度比を前記所定値で除算し、除算された結果を前記輝度向上比として出力す
る第２除算部を備えることを特徴とする請求項１８に記載の色信号の輝度補正装置。
【請求項２６】
　前記輝度向上比計算部は、
　前記第２減算部で減算された結果に第１制御定数を乗算し、乗算された結果を前記輝度
向上比として出力する第１乗算部をさらに備えることを特徴とする請求項２４に記載の色
信号の輝度補正装置。
【請求項２７】
　前記輝度向上比計算部は、
　前記第２除算部で除算された結果に第２制御定数を乗算し、乗算された結果を前記輝度
向上比として出力する第２乗算部をさらに備えることを特徴とする請求項２５に記載の色
信号の輝度補正装置。
【請求項２８】
　前記輝度補正部は、
　前記色信号のチャンネルそれぞれＰｉが有しうる最大強度レベルから前記チャンネルＰ
ｉの強度レベルＸｉを減算する第３減算部と、
　前記第３減算部で減算された結果を前記最大強度レベルで除算する第３除算部と、
　前記第３除算部で除算された結果を前記輝度向上比及び前記強度レベルＸｉと乗算する
第３乗算部と、
　前記第３乗算部で前記乗算された結果を前記強度レベルＸｉと加算し、加算された結果
を前記チャンネルＰｉの輝度が補正された結果として出力する第１加算部とを備えること
を特徴とする請求項１７に記載の色信号の輝度補正装置。
【請求項２９】
　前記輝度補正部は、
　前記色信号のチャンネルそれぞれＰｉの強度レベルＸｉを前記色信号のチャンネルそれ
ぞれＰｉが有しうる最大強度レベルで除算する第４除算部と、
　前記第４除算部で除算された結果に前記輝度向上比を指数乗する指数部と、
　前記指数乗した結果に前記最大強度レベルを乗算し、乗算された結果を前記チャンネル
Ｐｉの輝度が補正された結果として出力する第４乗算部とを備えることを特徴とする請求
項１７に記載の色信号の輝度補正装置。
【請求項３０】
　前記輝度補正部は、
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　前記色信号のチャンネルそれぞれＰｉが有しうる最大強度レベルから前記色信号のチャ
ンネルの強度レベルのうち最大値を減算する第４減算部と、
　前記第４減算部で減算された結果を前記最大強度レベルで除算する第５除算部と、
　前記第５除算部で除算された結果を前記輝度向上比及び前記最大値と乗算する第５乗算
部と、
　前記乗算された結果を前記最大値と加算し、加算された結果を前記チャンネルＰｉの輝
度が補正された結果として出力する第２加算部とを備えることを特徴とする請求項１７に
記載の色信号の輝度補正装置。
【請求項３１】
　

方法において、
　 色信号の許容輝度比と所定値との間の差が存在するか否かを判断する段階と、
　前記差が存在すると判断されれば、前記色信号の彩度値、前記許容輝度比と前記所定値
間の差及び前記許容輝度比を前記所定値で除算した結果のうち一つによって前記色信号の
輝度向上比を調整する段階とを備えることを特徴とする色信号の輝度 方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はディスプレイモニタまたはカラーテレビのような多元色映像表示装置に係り、
さらに詳細には多元色映像表示装置で行われる色信号の輝度補正方法

及びその多元色映像表示装置に含まれる色信号の輝度補正装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　４色以上の原色を表現する多元色映像表示装置の場合、３色以上の多元色間の合成で作
られた合成色、例えば無彩色系は輝度が高いが、原色系の色信号の輝度は合成色に比べて
相対的に低い。ここで、原色系の色信号とはそれぞれの原色または２原色をつなぐ線また
は面積に近い色信号を意味する。特に、原色の数が４以上になる場合、原色系の色信号の
輝度と合成色間の輝度との差はさらに大きくなる。
　図１は、４色の原色を表現する多元色映像表示装置の色表現範囲を赤色（Ｒ：Ｒｅｄ）
と緑色（Ｇ：Ｇｒｅｅｎ）軸を利用して二次元平面で図示した例である。
【０００３】
　図１を参照すれば、多元色映像表示装置で表現される任意の色信号は色座標空間の６角
形（Ｏｒｇ－Ｑ３－Ｑ１－Ｑ４－Ｑ５－Ｑ６）内部で固有座標を有する。一般的に、３色
映像表示装置が３次元空間上で六面体であって二次元空間上で四角形である一方、多元色
映像表示装置は３次元空間上で７面以上の多面体であって二次元空間上で５角形以上の多
角形である。また、図１に図示された色領域（Ｏｒｇ－Ｑ１－Ｑ４－Ｑ５）内部は彩度が
低い色信号より構成され、この色領域（Ｏｒｇ－Ｑ１－Ｑ４－Ｑ５）にある色信号のベク
トル長（または、輝度大きさまたは輝度量）は所定値を有する。一方、色領域（Ｏｒｇ－
Ｑ３－Ｑ１）と色領域（Ｏｒｇ－Ｑ６－Ｑ５）内部は高彩度の色信号より構成され、この
色領域にある色信号のベクトル長は所定値より小さくて彩度によって変わる。すなわち、
２色の色信号が同じ輝度と相異なる彩度を有し、２色の色信号のうち少なくとも１つが色
領域［（Ｏｒｇ－Ｑ３－Ｑ１）または（Ｏｒｇ－Ｑ６－Ｑ５）］の内部に置かれる場合、
４原色映像表示装置の出力で２色の色信号は相異なる輝度と相異なる彩度とで表示される
。このように高彩度の色信号の相対的輝度低下によって画質劣化が引き起こされうる。
【０００４】
　図２は図１の多元色映像表示装置で、色表現範囲を彩度軸と輝度比軸とを有する二次元
平面で図示した図面であり、Ｑ１ないしＱ６は図１に図示されたＱ１ないしＱ６に相当す
る。
　図２に図示されたＱ１－Ｑ４－Ｑ５の彩度範囲は一定な輝度比の値を有するが、Ｑ１－
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色信号が３色で表示される場合の彩度に対応した輝度に対する、色信号が４色以上の多
元色で表示される場合の彩度に対応した輝度の比である色信号の許容輝度比を利用して色
信号の輝度向上比を調整する

前記

向上比調整

、輝度向上比調整方
法



Ｑ２－Ｑ３またはＱ５－Ｑ６の彩度範囲は彩度が高くなるほど輝度比が小さくなる。その
理由は、映像表示装置で原色の数が増えるほどにそれぞれの原色の発光時間または発光面
積が小さくなり、それによって輝度が低下するということである。
　以下、従来の輝度向上方法を次の通り説明する。
　従来の輝度向上方法のうち一つとして、特許文献１が開示されている。ここに開示され
た従来の輝度向上方法は、ＲＧＢにオフセット値を印加して映像信号の輝度を簡単に上昇
させることである。しかし、このような従来の輝度向上方法はオフセット値を使用するの
で、全体色を明るくして映像のコントラストを低下させる問題点を有する。
【０００５】
　従来の輝度向上方法のうち他の一つとして、ガンマ関数を利用する方法がインターネッ
トアドレス（ＵＲＬ：Ｕｎｉｆｏｒｍ  Ｒｅｓｏｕｒｃｅ  Ｌｏｃａｔｏｒ）であるｈｔｔ
ｐ：／／ｗｗｗ．ｐｏｙｎｔｏｎ．ｃｏｍ／ＧａｍｍａＦＡＱ．ｈｔｍｌに開示されてい
る。ここに開示された従来の輝度向上方法によれば、放送規約でのように輝度成分Ｙだけ
にガンマ関数を適用することもあり、かつＲＧＢ各成分にガンマ関数を適用することもあ
る。前者の場合、ＲＧＢを１つの輝度信号Ｙと２つの色差信号［（Ｃｂ及びＣｒ）または
（Ｉ及びＱ）］に分離した後、輝度信号Ｙにガンマ関数を適用して輝度を上昇させた後、
これを再びＲＧＢ信号に変換する。このような従来の輝度向上方法は、全体色領域に対し
て全ての色を向上させるので、高彩度の色と低彩度の色間の輝度差を相変らず示す問題点
を有する。
【０００６】
　従来の輝度向上方法のうちさらに他の一つとして、ヒストグラム平滑化を利用する方法
が非特許文献１及び非特許文献２に開示されている。ここに開示された従来の輝度向上方
法は、映像内で画素が有しうる値の全体領域にわたって輝度とコントラストとを上昇させ
ることである。このような従来の輝度向上方法は、全体色領域に対していずれも輝度向上
をさせるので、高彩度の色と低彩度の色間の輝度差を相変らず示してしまうという問題点
を有する。
　前述のように、従来の輝度向上方法は彩度による輝度差を相変らず示すために、特に高
彩度の色であるほど輝度上昇量が少なくなって映像表示装置で色再現時映像の画質を劣化
させる問題点を有する。
【特許文献１】米国特許第４７１７９５３号明細書
【非特許文献１】Ｗ．Ｋ．プラット（Ｗ．Ｋ．Ｐｒａｔｔ），「ディジタル画像処理（Ｄ
ｉｇｉｔａｌ  Ｉｍａｇｅ  Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ）」，ウィスレー出版（Ｗｉｓｌｅｙ）
，（米国），１９７８
【非特許文献２】Ｒ．Ｃ．ゴンザレス＆Ｒ．Ｅ．ウッズ（Ｒ．Ｃ．Ｇｏｎｚａｌｅｚ＆Ｒ
．Ｅ．Ｗｏｏｄｓ），「ディジタル画像処理（Ｄｉｇｉｔａｌ  Ｉｍａｇｅ  Ｐｒｏｃｅｓ
ｓｉｎｇ）」，ウィスレー出版（Ｗｅｓｌｅｙ），（米国），１９９３
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明が解決しようとする技術的課題は、多元色映像表示装置で多元色からなる色表現
範囲（または、座標）に置かれている任意の色信号の輝度値を当該色信号の彩度によって
向上させられる色信号の輝度補正方法 を提供するところにある
。
　本発明が解決しようとする他の技術的課題は、特定色領域（または、座標）に置かれて
いる色信号の輝度値を該当色信号の彩度によって向上させられる色信号の輝度補正装置を
提供するところにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　前記課題を解決するための本発明による色信号の輝度補正方法は、色信号の許容輝度比
を求める段階と、前記許容輝度比を利用して前記色信号の輝度向上比を求める段階及び前
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記輝度向上比を利用して前記色信号の輝度を補正する段階からなり、前記輝度比は３色で
前記色信号を表示するとき、彩度別輝度に対応して４色以上の多元色で前記色信号を表示
するときの彩度別輝度の比に該当することが望ましい
【０００９】
　または、

本発明の実施形態による 方法は、
色信号の許容輝度比と所定値間の差が存在するか否かを判断する段階及び前記差が存在

すると判断されれば、前記色信号の彩度値、前記許容輝度比と前記所定値間の差及び前記
許容輝度比を前記所定値で除算した結果のうち一つによって前記色信号の輝度向上比を調
整する段階からなることが望ましい。
　前記他の課題を解決するための本発明による色信号の輝度補正装置は、色信号の許容輝
度比を計算する許容輝度比計算部、前記許容輝度比から前記色信号の輝度向上比を計算す
る輝度向上比計算部及び前記輝度向上比を利用して前記色信号の輝度を補正する輝度補正
部より構成され、前記輝度比は前記色信号を３色で表示するとき、彩度別輝度に対応して
４色以上の多元色で前記色信号を表示するときの彩度別輝度の比に該当することが望まし
い。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明による色信号の輝度補正方法 及び 装置は、色信
号の許容輝度比と所定値間の差が存在すれば、色信号の彩度値、許容輝度比と所定値間の
差または許容輝度比と所定値間の除算された結果によって輝度向上比を異ならせ、高彩度
の信号と低彩度の信号間に輝度差を縮め、すなわち入力色信号の彩度が高くなるほど輝度
を相対的に大きく上昇させ、入力色信号の彩度が低くなるほど輝度を相対的に小さく低下
させ、低いか、または中間程度の強度レベルを有する色信号の輝度を向上させて画質の劣
化を改善できる効果を有する。
 
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　以下、本発明による色信号の輝度補正方法を添付された図面を参照して次の通り説明す
る。
　図３は、本発明による色信号の輝度補正方法の一実施形態を説明するためのフローチャ
ートであり、色信号の許容輝度比から求めた輝度向上比を利用して色信号の輝度を補正す
る段階（第１０～第１８段階）からなる。
　本発明によれば、色信号の輝度補正方法は、まず色信号の許容輝度比を求める（第１０
段階）。ここで、許容輝度比とは、色信号が３色で表示される場合の彩度に対応した輝度
に対する、色信号が４色以上の多元色で表示される場合の彩度に対応した輝度の比のこと
を意味する。
【００１２】
　第１０段階後に、許容輝度比が所定値より小さい かを判断する（第１２段階）。
本発明の一実施形態によれば、所定値は色信号の最大輝度比に該当しうる。すなわち、図
１または図２に図示されたように輝度を向上させる色範囲は、Ｑ１－Ｑ２－Ｑ３またはＱ
５－Ｑ６なので、Ｑ１またはＱ５位置での輝度比が輝度向上閾値として所定値になりうる
。
　本発明の他の実施形態によれば、赤（Ｒ）、緑（Ｇ）、青（Ｂ）及び任意の色成分（Ｘ
）で映像の画素を表現するとき、Ｘの強度レベルが最大であるときの画素の輝度レベルで
ＲＧＢＸの強度レベルが最大であるときの画素の輝度レベルを除算した結果が所定値にな
ることもある。すなわち、所定値Ｃ１は次の数式（１）のように表現されうる。
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色信号が３色で表示される場合の彩度に対応した輝度に対する、色信号が４色
以上の多元色で表示される場合の彩度に対応した輝度の比である色信号の許容輝度比を利
用して色信号の輝度向上比を調整する 輝度向上比調整 前
記

、輝度向上比調整方法、 輝度補正

か否



【数１】
　
　
　
　ここで、Ｌｕｍｉｎａｎｃｅ（Ｘ－ｃｈａｎｎｅｌ）はＲＧＢの強度レベルが最小であ
ってＸの強度レベルが最大であるときのそのＲＧＢＸにより表現される画素の輝度レベル
を示し、Ｌｕｍｉｎａｎｃｅ（ＲＧＢＸ－ｃｈａｎｎｅｌ）はＲＧＢＸの強度レベルが最
大であるときのそのＲＧＢＸにより表現される画素の輝度レベルを示す。
　もし、許容輝度比が所定値以上であると判断されれば、色信号の輝度を補正せずにバイ
パスさせる（第１４段階）。
【００１３】
　しかし、許容輝度比が所定値より小さいと判断されれば、許容輝度比を利用して色信号
の輝度向上比を求める（第１６段階）。または、許容輝度比が所定値より小さいと判断さ
れれば、許容輝度比だけでなく所定値も利用しつつ輝度向上比を求めることもある（第１
６段階）。第１６段階後に、輝度向上比を利用して色信号の輝度を補正する（第１８段階
）。
　本発明の一実施形態によれば、図３に図示されたように、色信号の輝度補正方法は第１
０～第１８段階からなる。
　しかし、本発明の他の実施形態によれば、図３に図示された方法とは異なり、色信号の
輝度補正方法は、第１０、第１４、第１６及び第１８段階からなりうる。この場合、第１
０段階後に、色信号の輝度向上比を求める（第１６段階）。このとき、色信号の輝度向上
比により、第１８段階で色信号の輝度が補正されるか、または第１４段階で色信号の輝度
が補正されずに色信号がバイパスされる。例えば、第１６段階で求めた輝度向上比が「０
」であるならば、色信号の輝度を補正しない（第１４段階）。しかし、第１６段階で求め
た輝度向上比が「０」がでなければ、色信号の輝度を補正する（第１８段階）。
【００１４】
　以下、図３に図示された第１０段階に対する本発明による実施形態を添付された図面を
参照して次の通り説明する。
　図４は、図３に図示された第１０段階に対する本発明による一実施形態１０Ａを説明す
るためのフローチャートであり、色信号に該当する最外郭値を許容輝度比として決定する
段階（第２０段階）からなる。
　図３に図示された第１０段階の一実施形態１０Ａによれば、多次元色空間上で表現可能
であって事前に保存された最外郭値のうち色信号に該当する最外郭値を許容輝度比として
決定する（第２０段階）。
【００１５】
　図５は、図３に図示された第１０段階に対する本発明による他の実施形態１０Ｂを説明
するためのフローチャートであり、色信号の彩度値に該当する最外郭値を許容輝度比とし
て決定する段階（第３０及び第３２段階）からなる。
　図３に図示された第１０段階の他の実施形態１０Ｂによれば、まず色信号の彩度値を求
める（第３０段階）。
　図６は図５に図示された第３０段階に対する本発明による実施形態３０Ａを説明するた
めのフローチャートであり、色信号のチャンネルの強度レベルのうち最大値と最小値とを
利用して彩度値を求める段階（第４０及び第４２段階）からなる。
　図６を参照すれば、色信号のチャンネルの強度レベルのうち最大値と最小値とを求める
（第４０段階）。第４０段階後に、最小値を最大値で除算し、除算された結果を彩度値と
して決定する（第４２段階）。すなわち、彩度値Ｃｈは次の数式（２）のように表現され
うる。
Ｃｈ＝Ｍｉｎ（Ｘ１，  Ｘ２，  Ｘ３）／Ｍａｘ（Ｘ１，  Ｘ２，  Ｘ３）　　・・・（２）
　ここで、Ｘ１，Ｘ２及びＸ３は色信号のチャンネルの強度レベルを示して負数範囲を有
し、Ｍａｘ（Ｘ１，Ｘ２，Ｘ３）は色信号のチャンネルの強度レベル（Ｘ１，Ｘ２及びＸ
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３のうち最大値を示し、Ｍｉｎ（Ｘ１，Ｘ２，Ｘ３）は色信号のチャンネルの強度レベル
Ｘ１，Ｘ２及びＸ３のうち最小値を示す。
【００１６】
　図５に戻って、第３０段階後に、多次元色空間上で色表現が可能であり、事前に保存さ
れた最外郭値のうち彩度値に該当する最外郭値を許容輝度比として決定する（第３２段階
）。
　図７は図３に図示された第１０段階に関わる本発明による他の実施形態１０Ｃを説明す
るためのフローチャートであり、色信号のチャンネルの強度レベルのうち最大値と最小値
とを利用して許容輝度比を求める段階（第５０～第５４段階）からなる。
　図３に図示された第１０段階のさらに他の実施形態１０Ｃによれば、色信号のチャンネ
ルの強度レベル（Ｘ１，Ｘ２及びＸ３のうち最大値［Ｍａｘ（Ｘ１，Ｘ２，Ｘ３）］と最
小値［Ｍｉｎ（Ｘ１，Ｘ２，Ｘ３）］とを求める（第５０段階）。第５０段階後に、最大
値［Ｍａｘ（Ｘ１，Ｘ２，Ｘ３）］から最小値［Ｍｉｎ（Ｘ１，Ｘ２，Ｘ３）］を減算す
る（第５２段階）。第５２段階後に、減算された結果で最大値［Ｍａｘ（Ｘ１，Ｘ２，Ｘ
３）］を除算し、除算された結果を許容輝度比として決定する（第５４段階）。すなわち
、許容輝度比ａＢｒｔは次の数式（３）のように表現されうる。
【数２】
　
　
　
　図３に図示された色信号の輝度補正方法で第１２段階が設けられない場合、図４、図５
または図７に図示された第２０、第３２または第５４段階後に第１２段階に進む代わりに
１６段階に進む。
【００１７】
　以下、図３に図示された第１６段階に関わる本発明による実施形態を添付された図面を
参照して次の通り説明する。
　図８は図３に図示された第１６段階に関わる本発明による望ましい一実施形態１６Ａを
説明するためのフローチャートであり、許容輝度比に該当する輝度向上比を選択する段階
（第６０段階）からなる。
　図３に図示された第１６段階の一実施形態１６Ａによれば、事前に保存された輝度向上
比のうち許容輝度比に該当する輝度向上比を選択し、第１８段階に進む（第６０段階）。
図９は、図３に図示された第１６段階に関わる本発明による望ましい他の実施形態１６Ｂ
を説明するためのフローチャートであり、所定値から許容輝度比を減算して輝度向上比を
求める段階（第７０段階）からなる。
　図３に図示された第１６段階の他の実施形態１６Ｂによれば、所定値から許容輝度比を
減算し、減算された結果を輝度向上比として決定し、第１８段階に進む（第７０段階）。
すなわち、輝度向上比Ｂ＿ｉｎｃは次の数式（４）のように表現されうる。
　Ｂ＿ｉｎｃ＝Ｃ２×（Ｃ１－ａＢｒｔ）　　　　・・・（４）
　ここで、Ｃ２は第１制御定数を示し、第１制御定数を利用して輝度向上比Ｂ＿ｉｎｃの
大きさを変えることができる。
【００１８】
　図１０は、図３に図示された第１６段階に関わる本発明による望ましいさらに他の実施
形態１６Ｃを説明するためのフローチャートであり、許容輝度比を所定値で除算して輝度
向上比を求める段階（第８０段階）からなる。
　図３に図示された第１６段階のさらに他の実施形態１６Ｃによれば、許容輝度比を所定
値で除算し、除算された結果を輝度向上比として決定して第１８段階に進む（第８０段階
）。すなわち、輝度向上比Ｂ＿ｉｎｃは次の数式（５）のように表現されうる。
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【数３】
　
　
　
　ここで、Ｃ３は第２制御定数を示し、第２制御定数を利用して輝度向上比Ｂ＿ｉｎｃの
大きさを変えることができる。
【００１９】
　以下、図３に図示された第１８段階に関わる本発明による実施形態を添付された図面を
参照して次の通り説明する。
　図１１は、図３に図示された第１８段階に関わる本発明による一実施形態１８Ａを説明
するためのフローチャートであり、最大強度レベル及び輝度向上比を利用して色信号の輝
度を補正する段階（第９０～第９６段階）からなる。
　図３に図示された第１８段階の本発明による一実施形態１８Ａによれば、色信号のチャ
ンネルそれぞれＰｉ（１≦ｉ≦３）が有しうる最大強度レベルからチャンネルＰｉの強度
レベルＸｉを減算する（第９０段階）。第９０段階で減算された結果を最大強度レベルで
除算する（第９２段階）。第９２段階後に、除算された結果を輝度向上比及び強度レベル
Ｘｉと乗算し（第９４段階）、第９４段階後に乗算された結果を強度レベルＸｉと加算し
、加算された結果をチャンネルＰｉの輝度が補正された結果Ｐｉ’として決定する（第９
６段階）。すなわち、色信号の各チャンネルＰｉの輝度が補正された結果Ｐｉ’は次の数
式（６）のように表現されうる。
【数４】
　
　
　
　ここで、ｍａｘＶａｌｕｅは色信号のチャンネルそれぞれＰｉが有しうる最大強度レベ
ルであり、８ビット色信号の場合に２５６に該当する。
【００２０】
　図１２は、図３に図示された第１８段階に関わる本発明による他の実施形態１８Ｂを説
明するためのフローチャートであり、最大強度レベル及び輝度向上比を利用して色信号の
輝度を補正する段階（第１００～第１０４段階）からなる。
　図３に図示された第１８段階の本発明による他の実施形態１８Ｂによれば、色信号のチ
ャンネルそれぞれＰｉの強度レベルＸｉを色信号のチャンネルそれぞれＰｉが有しうる最
大強度レベルｍａｘＶａｌｕｅで除算する（第１００段階）。第１００段階後に、除算さ
れた結果に輝度向上比Ｂ＿ｉｎｃを指数乗する（第１０２段階）。第１０２段階後に、指
数乗した結果に最大強度レベルｍａｘＶａｌｕｅを乗算し、乗算された結果をチャンネル
Ｐｉの輝度が補正された結果Ｐｉ’として決定する（第１０４段階）。すなわち、色信号
の各チャンネルの輝度が補正された結果Ｐｉ’は次の数式（７）のように表現されうる。
【数５】
　
　
　
　図１３は図３に図示された第１８段階に関わる本発明によるさらに他の実施形態１８Ｃ
を説明するためのフローチャートであり、最大強度レベル及び輝度向上比を利用して色信
号の輝度を補正する段階（第１１０～第１１６段階）からなる。
【００２１】
　図３に図示された第１８段階の本発明によるさらに他の実施形態１８Ｃによれば、色信
号のチャンネルそれぞれＰｉが有しうる最大強度レベルｍａｘＶａｌｕｅから色信号のチ
ャンネルの強度レベルＸ１，Ｘ２及びＸ３のうち最大値Ｍａｘを減算する（第１１０段階
）。第１１０段階後に、減算された結果を最大強度レベルｍａｘＶａｌｕｅで除算する（
第１１２段階）。第１１２段階後に、除算された結果を輝度向上比Ｂ＿ｉｎｃ及び最大値
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Ｍａｘと乗算する（第１１４段階）。第１１４段階後に、乗算された結果を最大値Ｍａｘ
と加算し、加算された結果をチャンネルＰｉの輝度が補正された結果Ｐｉ’として決定す
る（第１１６段階）。すなわち、色信号の各チャンネルの輝度が補正された結果Ｐｉ’は
次の数式（８）のように表現されうる。
【数６】
　
　
　
　前記の図１１に図示された第９０～第９６段階は色信号の各チャンネルＰｉに対して行
われ、図１２に図示された第１００～第１０４段階は色信号の各チャンネルＰｉに対して
行われ、図１３に図示された第１１０～第１１６段階は色信号の各チャンネルＰｉに対し
て行われる。
【００２２】
　以下、本発明による色信号の輝度補正装置の構成及び動作を添付された図面を参照して
次の通り説明する。
　図１４は本発明による色信号の輝度補正装置の一実施形態のブロック図であり、許容輝
度比計算部２００、輝度向上比計算部２０２、輝度補正部２０４、比較部２０６及び信号
連結部２０８より構成される。
　図１４に図示された色信号の輝度補正装置は図３に図示された色信号の輝度補正方法を
行う役割を果たす。
　図３に図示された第１０段階を行うために、許容輝度比計算部２００は入力端子ＩＮ１
を介して入力された色信号の許容輝度比を計算し、計算された許容輝度比を輝度向上比計
算部２０２及び比較部２０６にそれぞれ出力する。
【００２３】
　第１２段階を行うために、比較部２０６は許容輝度比計算部２００から入力された許容
輝度比と入力端子ＩＮ２を介して入力された所定値とを比較し、比較された結果を出力す
る。このとき、信号連結部２０８は入力端子ＩＮ１を介して入力された色信号を比較部２
０６で比較された結果に応答させて輝度補正部２０４に出力するか、または出力端子ＯＵ
Ｔ１を介して外部にバイパスさせる。もし、信号連結部２０８は比較部２０６で比較され
た結果を介して許容輝度比が所定値以上であると認識されれば、第１４段階を行うために
、入力端子ＩＮ１を介して入力された色信号の輝度を補正せずに、出力端子ＯＵＴ１を介
してバイパスさせる。しかし、信号連結部２０８は比較部２０６で比較された結果を介し
て許容輝度比が所定値より小さいと認識されれば、入力端子ＩＮ１を介して入力された色
信号を輝度補正部２０４に出力させる。
　第１６段階を行うために、輝度向上比計算部２０２は許容輝度比計算部２００から入力
された許容輝度比から色信号の輝度向上比を計算し、計算された輝度向上比を輝度補正部
２０４に出力する。このとき、輝度向上比計算部２０２は許容輝度比計算部２００から入
力された許容輝度比と入力端子ＩＮ２を介して入力された所定値とから輝度向上比を計算
することもある。
【００２４】
　本発明によれば、輝度向上比計算部２０２は比較部２０６で比較された結果に応答して
輝度向上比を計算することもある。例えば、比較部２０６から入力された比較された結果
を介して許容輝度比が所定値より小さいと認識されれば、輝度向上比計算部２０２は色信
号の輝度向上比を計算する。しかし、比較部２０６から入力された比較された結果を介し
て許容輝度比が所定値以上であると認識されれば、輝度向上比計算部２０２は色信号の輝
度向上比を計算しない。
　第１８段階を行うために、輝度補正部２０４は輝度向上比計算部２０２から入力された
輝度向上比を利用して信号連結部２０８から入力された色信号の輝度を補正し、輝度が補
正された結果を出力端子ＯＵＴ２を介して出力する。このとき、輝度が補正された結果は
ディスプレイパネル部（図示せず）に出力されるか、または多元色計算部（図示せず）に
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出力されうる。ここで、ディスプレイパネル部は輝度が補正された結果がディスプレイさ
れうるように輝度が補正された結果を操作する役割を行い、多元色計算部は輝度が補正さ
れた結果を前処理した後でディスプレイパネル部に伝送する役割を果たす。
【００２５】
　図３に図示された色信号の輝度補正方法が第１２段階を設けない場合、図１４に図示さ
れた輝度補正装置は比較部２０６と信号連結部２０８とを設けない。このとき、本発明の
一実施形態によれば、輝度補正部２０４は輝度向上比計算部２０２から入力された輝度向
上比に応答して第１４段階または第１８段階を行える。例えば、輝度向上比計算部２０２
が前述の数式（４）のように輝度向上比を計算する場合、輝度補正部２０４は輝度向上比
計算部２０２から入力された輝度向上比が「０」である場合、入力端子ＩＮ１を介して入
力された色信号の輝度を補正せずに出力端子ＯＵＴ２を介してバイパスさせる（第１４段
階）。しかし、輝度補正部２０４は輝度向上比計算部２０２から入力された輝度向上比が
「０」ではない場合、入力端子ＩＮ１を介して入力された色信号の輝度を補正し、輝度が
補正された結果を出力端子ＯＵＴ２を介して出力する（第１８段階）。
【００２６】
　以下、図１４に図示された許容輝度比計算部２００の本発明による実施形態をそれぞれ
の構成及び動作を添付された図面を参照して次の通り説明する。
　図１５は図１４に図示された許容輝度比計算部２００の本発明による望ましい一実施形
態２００Ａのブロック図であり、第１ルックアップテーブル（ＬＵＴ：Ｌｏｏｋ  Ｕｐ  Ｔ
ａｂｌｅ）２２０より構成される。
　図１５に図示された許容輝度比計算部２００Ａは図４に図示された第１０Ａ段階を行う
役割を果たす。すなわち、第２０段階を行うために、第１ＬＵＴ  ２２０は多次元色空間
上で色表現可能な最外郭値をデータとして事前に保存し、アドレスとして入力端子ＩＮ３
を介して入力される色信号に応答して該当する最外郭値を許容輝度比として出力端子ＯＵ
Ｔ３を介して輝度向上比計算部２０２及び比較部２０６にそれぞれ読み出す。このために
、入力端子ＩＮ３を介して入力される色信号の３チャネルの強度レベルＸ１，Ｘ２及びＸ
３と許容輝度比との関係がＬＵＴに事前に保存される。
　図１６は図１４に図示された許容輝度比計算部２００の本発明による望ましい他の実施
形態２００Ｂのブロック図であり、彩度計算部２３０及び第２ＬＵＴ  ２３２より構成さ
れる。
【００２７】
　図１６に図示された許容輝度比計算部２００Ｂは図５に図示された第１０Ｂ段階を行う
役割を果たす。すなわち、第３０段階を行うために、彩度計算部２３０は入力端子ＩＮ４
を介して入力された色信号の彩度値を計算し、計算された彩度値を第２ＬＵＴ  ２３２に
出力する。このとき、第３２段階を行うために、第２ＬＵＴ  ２３２は多次元色空間上で
色表現可能な最外郭値をデータとして事前に保存し、アドレスとして彩度計算部２３０か
ら入力される彩度値に応答して該当する最外郭値を許容輝度比として出力端子ＯＵＴ４を
介して輝度向上比計算部２０２及び比較部２０６にそれぞれ読み出す。
　図１７は図１４に図示された許容輝度比計算部２００の本発明による望ましいさらに他
の実施形態２００Ｃのブロック図であり、最小値抽出部２５０、最大値抽出部２５２、第
１減算部２５４及び第１除算部２５６より構成される。
　図１７に図示された許容輝度比計算部２００Ｃは図７に図示された第１０Ｃ段階を行う
役割を果たす。すなわち、最小値抽出部２５０及び最大値抽出部２５２は第５０段階を行
う役割を果たす。ここで、最小値抽出部２５０は入力端子ＩＮ５を介して入力された色信
号のチャンネルの強度レベルのうち最小値を抽出し、抽出された最小値を第１減算部２５
４に出力する。最大値抽出部２５２は入力端子ＩＮ５を介して入力された色信号のチャン
ネルの強度レベルのうち最大値を抽出し、抽出された最大値を第１減算部２５４に出力す
る。
【００２８】
　第５２段階を行うために、第１減算部２５４は最大値抽出部２５２から入力された最大
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値から最小値抽出部２５０から入力された最小値を減算し、減算された結果を第１除算部
２５６に出力する。
　第５４段階を行うために、第１除算部２５６は最大値抽出部２５２から入力された最大
値を第１減算部２５４で減算された結果で除算し、除算された結果を許容輝度比として出
力端子ＯＵＴ５を介して輝度向上比計算部２０２及び比較部２０６にそれぞれ出力する。
以下、図１４に図示された輝度向上比計算部２０２の本発明による実施形態をそれぞれの
構成及び動作を添付された図面を参照して次の通り説明する。
【００２９】
　図１８は図１４に図示された輝度向上比計算部２０２の本発明による望ましい一実施形
態２０２Ａのブロック図であり、第３ＬＵＴ  ２７０より構成される。
　図１８に図示された輝度向上比計算部２０２Ａは図８に図示された第１６Ａ段階を行う
役割を果たす。第６０段階を行うために、第３ＬＵＴ  ２７０は輝度向上比をデータとし
て事前に保存し、アドレスとして入力端子ＩＮ６を介して許容輝度比計算部２００から入
力される許容輝度比に応答して該当する輝度向上比を出力端子ＯＵＴ６を介して輝度補正
部２０４に読み出す。
　図１９は図１４に図示された輝度向上比計算部２０２の本発明による望ましい他の実施
形態２０２Ｂのブロック図であり、第２減算部２８０及び第１乗算部２８２より構成され
る。
【００３０】
　図１９に図示された輝度向上比計算部２０２Ｂは図９に図示された第１６Ｂ段階を行う
役割を果たす。第７０段階を行うために、第２減算部２８０は入力端子ＩＮ７を介して入
力された所定値から入力端子ＩＮ８を介して許容輝度比計算部２００から入力された許容
輝度比を減算し、減算された結果を出力する。このとき、図１９に図示された輝度向上比
計算部２０２Ｂは第１乗算部２８２をさらに設けられる。ここで、第１乗算部２８２は第
２減算部２８０で減算された結果に入力端子ＩＮ９を介して入力された第１制御定数Ｃ２
を乗算し、乗算された結果を輝度向上比として出力端子ＯＵＴ７を介して出力する。
　図２０は図１４に図示された輝度向上比計算部２０２の本発明による望ましいさらに他
の実施形態２０２Ｃのブロック図であり、第２除算部２９０及び第２乗算部２９２より構
成される。
【００３１】
　図２０に図示された輝度向上比計算部２０２Ｃは図１０に図示された第１６Ｃ段階を行
う役割を果たす。第８０段階を行うために、第２除算部２９０は入力端子ＩＮ１０を介し
て許容輝度比計算部２００から入力された許容輝度比を入力端子ＩＮ１１を介して入力さ
れた所定値で除算し、除算された結果を出力する。このとき、輝度向上比計算部２０２Ｃ
は第２乗算部２９２をさらに設けられる。ここで、第２乗算部２９２は第２除算部２９０
で除算された結果に入力端子ＩＮ１２を介して入力された第２制御定数Ｃ３を乗算し、乗
算された結果を輝度向上比として出力端子ＯＵＴ８を介して出力する。
　図２１は図１４に図示された輝度補正部２０４の本発明による望ましい一実施形態２０
４Ａのブロック図であり、第３減算部３００、第３除算部３０２、第３乗算部３０４及び
第１加算部３０６より構成される。
【００３２】
　図２１に図示された輝度補正部２０４Ａは図１１に図示された第１８Ａ段階を行う役割
を果たす。第９０段階を行うために、第３減算部３００は入力端子ＩＮ１３を介して入力
された色信号のチャンネルそれぞれＰｉが有しうる最大強度レベルｍａｘＶａｌｕｅから
入力端子ＩＮ１４を介して入力されたチャンネルＰｉの強度レベルＸｉを減算し、減算さ
れた結果を第３除算部３０２に出力する。
　第９２段階を行うために、第３除算部３０２は第３減算部３００で減算された結果を入
力端子ＩＮ１３を介して入力された色信号のチャンネルそれぞれＰｉが有しうる最大強度
レベルｍａｘＶａｌｕｅで除算し、除算された結果を第３乗算部３０４に出力する。第９
４段階を行うために、第３乗算部３０４は第３除算部３０２で除算された結果を入力端子
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ＩＮ１５を介して入力された輝度向上比Ｂ＿ｉｎｃ及び入力端子ＩＮ１４を介して入力さ
れた強度レベルＸｉと乗算し、乗算された結果を第１加算部３０６に出力する。第９６段
階を行うために、第１加算部３０６は第３乗算部３０４で乗算された結果を入力端子ＩＮ
１４を介して入力された強度レベルＸｉと加算し、加算された結果をチャンネルＰｉの輝
度が補正された結果Ｐｉ’として出力端子ＯＵＴ９を介して出力する。
　図２２は図１４に図示された輝度補正部２０４の本発明による望ましい他の実施形態２
０４Ｂのブロック図であり、第４除算部３１０、指数部３１２及び第４乗算部３１４より
構成される。
【００３３】
　図２２に図示された輝度補正部２０４Ｂは図１２に図示された第１８Ｂ段階を行う役割
を果たす。第１００段階を行うために、第４除算部３１０は入力端子ＩＮ１７を介して入
力された色信号のチャンネルそれぞれＰｉの強度レベルＸｉを入力端子ＩＮ１６を介して
入力された色信号のチャンネルそれぞれＰｉが有しうる最大強度レベルｍａｘＶａｌｕｅ
で除算し、除算された結果を指数部３１２に出力する。
　第１０２段階を行うために、指数部３１２は第４除算部３１０で除算された結果に入力
端子ＩＮ１８を介して輝度向上比計算部２０２から入力された輝度向上比Ｂ＿ｉｎｃを指
数乗し、指数乗した結果を第４乗算部３１４に出力する。第１０４段階を行うために、第
４乗算部３１４は指数部３１２で指数乗した結果に入力端子ＩＮ１６を介して入力された
色信号のチャンネルそれぞれＰｉが有しうる最大強度レベルｍａｘＶａｌｕｅを乗算し、
乗算された結果をチャンネルＰｉの輝度が補正された結果Ｐｉ’として出力端子ＯＵＴ１
０を介して出力する。
【００３４】
　図２３は図１４に図示された輝度補正部２０４の本発明による望ましいさらに他の実施
形態２０４Ｃのブロック図であり、第４減算部３３０、第５除算部３３２、第５乗算部３
３４及び第２加算部３３６より構成される。
　図２３に図示された輝度補正部２０４Ｃは図１３に図示された第１８Ｃ段階を行う役割
を果たす。第１１０段階を行うために、第４減算部３３０は入力端子ＩＮ１９を介して入
力された色信号のチャンネルそれぞれＰｉが有しうる最大強度レベルｍａｘＶａｌｕｅか
ら入力端子ＩＮ２０を介して入力された色信号のチャンネルの強度レベルのうち最大値Ｍ
ａｘを減算し、減算された結果を第５除算部３３２に出力する。
【００３５】
　第１１２段階を行うために、第５除算部３３２は第４減算部３３０で減算された結果を
入力端子ＩＮ１９を介して入力された色信号のチャンネルそれぞれＰｉが有しうる最大強
度レベルｍａｘＶａｌｕｅで除算し、除算された結果を第５乗算部３３４に出力する。第
１１４段階を行うために、第５乗算部３３４は第５除算部３３２で除算された結果を入力
端子ＩＮ２１を介して入力された輝度向上比Ｂ＿ｉｎｃ及び入力端子ＩＮ２０を介して入
力された最大値Ｍａｘと乗算し、乗算された結果を第２加算部３３６に出力する。第１１
６段階を行うために、第２加算部３３６は第５乗算部３３４で乗算された結果を入力端子
ＩＮ２０を介して入力された最大値Ｍａｘと加算し、加算された結果をチャンネルＰｉの
輝度が補正された結果Ｐｉ’として出力端子ＯＵＴ１１を介して出力する。
【００３６】
　図２４は入力色信号Ｐｉと出力色信号Ｐｉ’間の関係を示すグラフであり、横軸は本発
明による色信号の輝度補正方法または装置に与えられる入力色信号Ｐｉを示し、縦軸は本
発明による色信号の輝度補正方法または装置により入力色信号Ｐｉから求められる出力色
信号Ｐｉ’をそれぞれ示す。
　図２及び図２４を参照すれば、低彩度である点Ｑ１の場合、入力Ｉｎｐｕｔ（Ｐｉ）と
出力Ｏｕｔｐｕｔ（Ｐｉ’）間の関係が線形である。しかし、高彩度である点Ｑ３の場合
、入力Ｐｉの中間レベルで出力Ｐｉ’が大きくなることが分かる。そして、中彩度である
点Ｑ２の場合、低彩度と高彩度間の中間値を示すことが分かる。図２４に図示されたグラ
フで、非線形曲線の振幅は前述の数式（４）及び／または（５）に示された第１及び／ま
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たは第２制御定数Ｃ２及び／またはＣ３により制御されうる。
【産業上の利用可能性】
【００３７】
　本発明である色信号の輝度補正方法及び装置は、ディスプレイモニタまたはカラーテレ
ビのような多元色映像表示装置に効果的に適用可能である。
【図面の簡単な説明】
【００３８】
【図１】４色の原色を表現する多元色映像表示装置の色表現範囲をＲ，Ｇ軸を利用して二
次元平面で図示した例である。
【図２】図１の多元色映像表示装置で色表現範囲を彩度軸と輝度比軸とを有する二次元平
面で図示した図面である。
【図３】本発明による色信号の輝度補正方法の一実施形態を説明するためのフローチャー
トである。
【図４】図３に図示された第１０段階に関わる本発明による一実施形態を説明するための
フローチャートである。
【図５】図３に図示された第１０段階に関わる本発明による他の実施形態を説明するため
のフローチャートである。
【図６】図５に図示された第３０段階に関わる本発明による実施形態を説明するためのフ
ローチャートである。
【図７】図３に図示された第１０段階に関わる本発明による他の実施形態を説明するため
のフローチャートである。
【図８】図３に図示された第１６段階に関わる本発明による望ましい一実施形態を説明す
るためのフローチャートである。
【図９】図３に図示された第１６段階に関わる本発明による望ましい他の実施形態を説明
するためのフローチャートである。
【図１０】図３に図示された第１６段階に関わる本発明による望ましいさらに他の実施形
態を説明するためのフローチャートである。
【図１１】図３に図示された第１８段階に関わる本発明による一実施形態を説明するため
のフローチャートである。
【図１２】図３に図示された第１８段階に関わる本発明による他の実施形態を説明するた
めのフローチャートである。
【図１３】図３に図示された第１８段階に関わる本発明によるさらに他の実施形態を説明
するためのフローチャートである。
【図１４】本発明による色信号の輝度補正装置の一実施形態のブロック図である。
【図１５】図１４に図示された許容輝度比計算部の本発明による望ましい一実施形態のブ
ロック図である。
【図１６】図１４に図示された許容輝度比計算部の本発明による望ましい他の実施形態の
ブロック図である。
【図１７】図１４に図示された許容輝度比計算部の本発明による望ましいさらに他の実施
形態のブロック図である。
【図１８】図１４に図示された輝度向上比計算部の本発明による望ましい一実施形態のブ
ロック図である。
【図１９】図１４に図示された輝度向上比計算部の本発明による望ましい他の実施形態の
ブロック図である。
【図２０】図１４に図示された輝度向上比計算部の本発明による望ましいさらに他の実施
形態のブロック図である。
【図２１】図１４に図示された輝度補正部の本発明による望ましい一実施形態のブロック
図である。
【図２２】図１４に図示された輝度補正部の本発明による望ましい他の実施形態のブロッ
ク図である。
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【図２３】図１４に図示された輝度補正部の本発明による望ましいさらに他の実施形態の
ブロック図である。
【図２４】入力色信号と出力色信号間の関係を示すグラフである。
【符号の説明】
【００３９】
　２００　　許容輝度比計算部
　２０２　　輝度向上比計算部
　２０４　　輝度補正部
　２０６　　比較部
　２０８　　信号連結部
　ＩＮ１，ＩＮ２　　入力端子
　ＯＵＴ１，ＯＵＴ２　　出力端子
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】
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【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】

【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】
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【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】 【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】
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【 図 １ ６ 】

【 図 １ ７ 】

【 図 １ ８ 】

【 図 １ ９ 】

【 図 ２ ０ 】

【 図 ２ １ 】 【 図 ２ ２ 】
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【 図 ２ ３ 】 【 図 ２ ４ 】
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